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１ 策定の趣旨

本市では、平成８年度に５か年の定員管理適正化計画（以下「適正化計画」という。）

を策定した後、４次にわたる適正化計画を策定し、事務事業の見直し、組織・機構の

簡素合理化、再任用制度の導入などにより、事務処理負担の軽減や合理化を図りなが

ら、定員管理の適正化に取り組んできました。

また、平成１７年度から２２年度においては、国主導による集中改革プランにより

民間委託が推進され職員数の抑制が求められました。

これらの結果、本市の職員数は、平成８年４月の１，１７２人をピークに、平成

２９年４月１日には９１８人となり、２５４人の減員となっています。

今回新たに適正化計画を策定するにあたり、社会情勢の動向や地方行政を取り巻く

環境の変化を勘案し、人口減少社会や少子高齢化の急激な進行、地方分権改革や市民

意識の多様化に対応していくため、経営的な視点を取り入れた経営改革を進めるとと

もに、業務に合わせた再任用職員や任期付職員等の活用により、事務処理負担の軽減

合理化を図りつつ、職員の健康に留意し、職員定数の適正化に取り組んでまいります。

なお本計画は、今後、保育園の民営化をはじめ学校給食共同調理場の運営方法の見

直しや水道事業の統合広域化などの業務の大きな改編等が見込まれるため、平成３０

年から平成３２年の３か年を対象とした、暫定的な適正化計画とします。

２ 職員数の現状

（１） 職員数の推移

年 度 職員数 
前年度 

対 比 

平成８年度

対 比 

事務職員 

技術職員
現業職員 

(技能労務職員)
消防吏員

8 1,172 人 8 人 ― 820 人 220 人 132 人

9 1,158 人 △ 14 人 △ 14 人 816 人 210 人 132 人

10 1,130 人 △ 28 人 △ 42 人 802 人 196 人 132 人

11 1,095 人 △ 35 人 △ 77 人 780 人 183 人 132 人

12 1,070 人 △ 25 人 △ 102 人 764 人 174 人 132 人

13 1,047 人 △ 23 人 △ 125 人 753 人 162 人 132 人

14 1,033 人 △ 14 人 △ 139 人 745 人 155 人 133 人

15 1,007 人 △ 26 人 △ 165 人 726 人 148 人 133 人

16 984 人 △ 23 人 △ 188 人 716 人 137 人 131 人

17 956 人 △ 28 人 △ 216 人 693 人 131 人 132 人

18 953 人 △ 3 人 △ 219 人 697 人 123 人 133 人

19 940 人 △ 13 人 △ 232 人 684 人 118 人 138 人

20 943 人 3 人 △ 229 人 685 人 109 人 149 人

21 943 人 0 人 △ 229 人 688 人 101 人 154 人

22 929 人 △ 14 人 △ 243 人 674 人 99 人 156 人

23 933 人 4 人 △ 239 人 685 人 91 人 157 人

24 928 人 △ 5 人 △ 244 人 685 人 85 人 158 人

25 923 人 △ 5 人 △ 249 人 683 人 83 人 157 人

26 923 人 0 人 △ 249 人 686 人 78 人 159 人

27 915 人 △ 8 人 △ 257 人 680 人 77 人 158 人

28 917 人 2 人 △ 255 人 685 人 72 人 160 人

29 918 人 1 人 △ 254 人 693 人 68 人 157 人
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（２） 職員の年齢構成と今後の定年退職者数

ア 職員の年齢構成（平成２９年４月１日現在）

男 ６１１人 女 ３０７人

0人 65 歳 1人

0人 64 歳 1人

2人 63 歳 1人

1人 62 歳 0人

1人 61 歳 1人

3人 60 歳 1人

6人 59 歳 4人

8人 58 歳 3人

11人 57 歳 7人

7人 56 歳 2人

11人 55 歳 4人

8人 54 歳 3人

12人 53 歳 3人

10人 52 歳 5人

4人 51 歳 2人

8人 50 歳 2人

13人 49 歳 5人

16人 48 歳 4人

12人 47 歳 5人

8人 46 歳 4人

20人 45 歳 12人

13人 44 歳 8人

12人 43 歳 8人

16人 42 歳 9人

17人 41 歳 14人

14人 40 歳 10人

11人 39 歳 11人

13人 38 歳 5人

8人 37 歳 10人

7人 36 歳 7人

16人 35 歳 9人

12人 34 歳 10人

27人 33 歳 14人

23人 32 歳 7人

31人 31 歳 18人

32人 30 歳 12人

24人 29 歳 9人

34人 28 歳 13人

24人 27 歳 11人

25人 26 歳 7人

26人 25 歳 8人

16人 24 歳 7人

14人 23 歳 11人

18人 22 歳 6人

7人 21 歳 5人

3人 20 歳 4人

6人 19 歳 3人

0人 18 歳 1人

一般職（９１８人）

県からの派遣者、国への派遣者、再任用・任期付フルタイム含む。

特別職、再任用・任期付短時間勤務職員、国からの派遣者除く
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イ 今後の定年退職者数

退職年度 退職者数 備    考

平成２９年度末 １０人
事務職員（３）、保育士（２）、消防吏員（１）、

現業職員（４）

平成３０年度末 １１人
事務職員（４）、消防吏員（１）、

現業職員（６）

平成３１年度末 １８人
事務職員（６）、保健師（１）、保育士（２）、消

防吏員（４）、現業職員（５）

平成３２年度末 ９人
事務職員（３）、消防吏員（２）、

現業職員（４）

平成３３年度末 １４人
事務職員（１）、土木技師（１）、保健師（１）、

消防吏員（２）、現業職員（９）

平成３４年度末 １０人
事務職員（５）、土木技師（２）、

現業職員（３）

平成３５年度末 １４人
事務職員（５）、保健師（１）、消防吏員（２）、

現業職員（６）

平成３６年度末 １５人
事務職員（９）、保健師（２）、消防吏員（１）、

現業職員（３）

平成３７年度末 ６人
事務職員（２）、土木技師（１）、建築技師（１）、

現業職員（２）

平成３８年度末 １０人
事務職員（７）、土木技師（１）、看護師（１）、

現業職員（１）

平成３９年度末 １６人
事務職員（１１）、

現業職員（５）

（３） 職種別職員数（平成２９年４月１日現在）

区  分 職    名 人 数 職  名 人 数 

非現業職員 事務職 ４４５人 主任介護専門員 ２人

８５０人 土木技師 ５３人 医師 ２人

  建築技師 ９人 看護師 ７人

  機械技師 ３人 歯科衛生士 １人

  電気技師 ３人 栄養士 ５人

  林業技師 １人 社会教育主事 １２人

  農業技師 ２人 学芸員 ２人

  保育士（幼稚園教諭含む） １０４人 文化財主事 ４人

  保健師 ２０人 司書 ９人

  社会福祉士 ６人 交通指導員 ２人

  社会福祉主事 １人 消防職 １５７人

現業職員 調理員 ２７人

６８人 清掃作業員 １２人 非現業職員 ８５０人

  作業員 １０人 現 業 職 員 ６８人

  運転手 ６人 合  計 ９１８人

  用務員 １３人
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３ 現状の分析と課題

（１） 類似団体との比較

「類似団体別職員数」とは、人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）から類

似する市区町村を指定都市、中核市、特例市、特別区、その他の一般市、町村に

区分し、その他の一般市は、下表のとおり１６類型に分け、そのグループ内での

人口１万人当たりの職員数の平均値（加重平均値）を算出し、職員数の比較を行

うものです。

本市は、第二次産業・第三次産業の就業人口の合計が９０％以上で第三次産業

の就業人口が６５％未満の人口５万人以上１０万人未満の類型である「Ⅱ－２」

に区分されています。この区分には、全国で８９団体が属しています。

産業構造 

Ⅱ次,Ⅲ次 90%以上 Ⅱ次,Ⅲ次 90%未満 

Ⅲ次 65％ 

以上 

Ⅲ次 65％ 

未満 

Ⅲ次 55％ 

以上 

Ⅲ次 55％ 

未満 

人口 

0 以上～ 
Ⅰ-３ I-２ I-１ I-０ 

50,000 未満 

50,000 以上～ 
Ⅱ-３ Ⅱ-２ Ⅱ-１ Ⅱ-０ 

100,000 未満 

100,000 以上～ 
Ⅲ-３ Ⅲ-２ Ⅲ-１ Ⅲ-０ 

150,000 未満 

150,000 以上～ Ⅳ-３ Ⅳ-２ Ⅳ-１ Ⅳ-０ 

次の表は、平成２８年４月の全国類似団体と本市を比較したものですが、消防

部門、民生部門、土木部門が大きく上回っている状況にあります。この要因とし

ては、本市が広大な市域を有しているために、保育園１２園、消防署分署３分署

を保有しており、また、市道実延長が７８１ｋｍ（県内市町村平均６７５ｋｍ）

あることなどによるものです。

※ 市道実延長は、「指標で知る千葉県２０１６」による平成２４年４月１日現在のデータ

です。

大 部 門 
Ｈ２８ 

職員数（Ａ） 

Ｈ２８類似団体修

正値（Ｂ） 

比  較 

（Ａ－Ｂ） 

議 会 ７人 ７人  ０人 

総 務 ・ 企 画 １３９人 １２８人 １１人 

税 務 ３８人 ３７人 １人 

民 生 １８１人 １５８人 ２３人 

衛 生 ５８人 ４７人 １１人 

労 働  ０人  ０人  ０人 

農 林 水 産 ２７人 ２６人 １人 

商 工 ８人 １７人 △ ９人 

土 木 ７２人 ５８人 １４人 

一 般 行 政 計 ５３０人 ４７８人 ５２人 

教 育 １３１人 １２１人 １０人 

消 防 １５５人 １１４人 ４１人 

普 通 会 計 計 ８１６人 ７１３人 １０３人 

公 営 企 業 等 会 計 ７８人 

合    計 ８９４人 

君津富津広域下水道組合派遣（２０人）

君津郡市広域市町村圏事務組合派遣（３人）
除く
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※ Ｈ２８類似団体修正値(B)は、類似団体の人口１万人当たりの職員数を基に

本市の人口に置き換えた場合の職員数です。

類似団体の人口１万人当たりの職員数×本市の人口（８６，９９９人）／１万

（２） 近隣市との比較

次の表は近隣市（木更津市、富津市、袖ヶ浦市）の人口１万人当たりの職員数

の平均値を基に比較したもので、類似団体との比較では表れづらい地域性を見る

ことができます。

類似団体比較では、税務部門が１人多くなっていますが近隣市比較では５人少

なくなっています。また民生部門では、類似団体比較では２３人多くなっていま

すが、近隣市比較では、７２人多くなっています。これは、近隣市では保育園へ

の職員配置が少ないことが考えられます。一方、消防部門では、類似団体比較で

は４１人多くなっていますが、近隣市比較では１３人にとどまっています。類似

団体では広域で運営している団体があるためで、近隣市ではすべて直営で行って

いることによるものと考えられます。

大 部 門 
Ｈ２８ 

職員数（Ａ） 
３市平均 

比  較 

（Ａ－Ｂ） 

議 会 ７人 ６人 １人

総 務 ・ 企 画 １３９人 １２０人 １９人

税 務 ３８人 ４３人 △ ５人

民 生 １８１人 １０９人 ７２人

衛 生 ５８人 ５８人 ０人

労 働 ０人 ０人 ０人

農 林 水 産 ２７人 ２０人 ７人

商 工 ８人 １０人 △ ２人

土 木 ７２人 ６９人 ３人

一 般 行 政 計 ５３０人 ４３５人 ９５人

教 育 １３１人 ９０人 ４１人

消 防 １５５人 １４２人 １３人

普 通 会 計 計 ８１６人 ６６７人 １４９人

公 営 企 業 等 合 計 ７８人

合 計 ８９４人

※ ３市平均の職員数は、３市の人口１万人当たりの職員数の平均を基に本市

の人口に置き換えた場合の職員数です。

３市の人口１万人当たりの職員数（平均）×本市の人口／１０，０００

（３） 長期休暇等の状況及び対応

ア 病気休暇・休職

３０日以上の病気休暇（休職含む）取得者の過去５年間の職員数は次のとお

りです。

メンタル疾患者は平成２５年度から２７年度までは横ばいだったものの２８

年度は７人増（７８％増）となっており、新たにメンタル疾患となった者の特

徴としては、昇格や人事異動に伴う者が多く見受けられました。
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また、３０日以上の病気休暇者に占める、メンタル疾患職員数の全国の割合

は５４．１％であり、本市は６４％と高くなっています。

これらのことから、メンタル疾患者に対する取り組みはもとより、メンタル

を健全に保つための取り組みも強力に進める必要があります。

年 度

30 日以上病

気休暇を取っ

た職員数

メンタル疾患者

メンタル疾患職員数 平均年齢
平 均

休暇日数

２４年度 １６人 １１人 ８６％ ３４．１歳 １４１日

２５年度 １７人 ９人 ６９％ ３４．７歳 １９５日

２６年度 １７人 ９人 ５３％ ３５．７歳 ２１９日

２７年度 １７人 ９人 ５３％ ３１．４歳 ２３４日

２８年度 ２５人 １６人 ６４％ ３４．０歳 １６８日

イ 育児休業

年 度 育児休業者 女 性 男 性

育児休業者

の平均年齢
（各年 4/1）

一般行政職

の平均年齢
（各年 4/1）

２４年度 ２９人 ２８人 １人 ３１．８歳 ３７．４歳

２５年度 ３６人 ３６人 ０人 ３１．８歳 ３５．８歳

２６年度 ４４人 ４４人 ０人 ３２．３歳 ３５．８歳

２７年度 ４５人 ４４人 １人 ３２．４歳 ３５．８歳

２８年度 ４１人 ４１人 ０人 ３２．８歳 ３６．１歳

４ 計画期間

計画期間は、平成３０年４月１日から平成３２年４月１日までとします。

なお、期間中に社会情勢の著しい変化や人事制度の大きな変更があった場合には、

必要に応じて計画を見直すこととします。

５ 計画期間中に想定される主な取り組み

（１） 庁舎再整備の推進

築４０年を経過している本庁舎は、耐震性能不足や設備の老朽化対策が課題と

なっていることから、耐震補強や大規模改修などの改修方針や本庁舎機能の一つ

である防災拠点施設を整備するなど、再整備に向けた基本方針を策定します。

（２） 第２次まちづくり実施計画の推進及び第３次まちづくり実施計画の策定

第２次まちづくり実施計画の最終年度となる平成３０年度は、計画の着実な推

進を図るとともに、第３次まちづくり実施計画の策定を行います。

また、平成３１年度までを期間とする「まち・ひと・しごと創生」総合戦略の

推進を図りつつ、平成３１年度中に次期総合戦略の策定を行う予定です。

（３） 君津市公共施設等総合管理計画の推進

予防保全型の維持管理を実施していく公共建築物を選定し、長寿命化を図りま

す。施設総量については、平成２９年度から２０年間で２０％削減することを目

標とします。
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また、道路・橋梁・トンネル等のインフラ施設の長寿命化計画を平成３２年度

までに作成します。

（４） 旅券事務の受託

地方分権改革による旅券業務の県から市町村への再委託に伴い、平成３０年

１０月を目途に、千葉県からの旅券事務を受託します。

（５） ごみ処理方法の見直し

今後の広域廃棄物処理について４市で協議するとともに、君津市清掃工場の運

営方針を決定します。

（６） 保育園民営化の推進

平成３０年度からの宮下保育園の民営化を初めとして、認定こども園化を予定

している人見保育園を除く君津地区の公立保育園６園の民営化を順次進めていき

ます。

（７） 学校給食共同調理場の建設・運営

平成３１年度稼働開始に向け、新学校給食共同調理場を建設するとともに、調

理・洗浄・配送業務について、民間委託を進めます。

（８） 水道事業の統合広域化

平成３１年４月に君津市、木更津市、富津市、袖ケ浦市の水道事業を統合し、

君津広域水道企業団の経営と一体化します。

職員数は、４市及び君津広域水道企業団の合計１７８人（Ｈ２８．４現在）を

統合直後は、１５７人（△２１人）とし、統合１０年後には１３７人（△４１人）

とします（本市減員数は未定）。

６ 定員適正化に向けた職種別の方針

（１） 非現業職員

地方分権の進展や市民ニーズの高度化・多様化により、行政組織、業務形態、施

設の管理運営のあり方等について見直しを行い、効率的な行政運営に努めるととも

に再任用職員、任期付き職員及び臨時・非常勤職員を効率的に活用していきます。

ア 事務職

職員の大量退職は終息したものの、年齢構成の平準化は引き続き考慮していく必

要があります。また、集中改革プラン等による減員や急激な若年化により職員が疲

弊しており、業務改善の促進等を鈍化させていることから、基本的には退職者補充

としますが、財政状況を考慮しつつ、一定数の職員採用を行います。

イ 技術職

技術職については、君津市公共施設等総合管理計画の推進や限定特定行政庁の維

持等から増員が必要なため、事務職の状況を考慮しつつ増員の必要があります。た

だし、土木技師については、水道事業の統合広域化後の派遣等が不明確なため、明

確になった時点で再検討する必要があります。
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ウ 社会教育主事・司書・学芸員

社会教育施設については、施設の統廃合、アウトソーシングを検討していく中で、

必要な人員の採用を行います。

また、司書・学芸員については、他部署に有資格者がいることから適切な人員配

置による対応も考えていく必要があります。

エ 保育士・幼稚園教諭

保育士については、保育園の民営化の進捗を考慮し、採用を抑えることが考えら

れますが、退職者数と待機児童の状況も勘案し、一定数の職員を採用します。

また、人見保育園の認定こども園化の予定があることから、幼稚園教諭資格の更

新等についても配慮する必要があります。

オ 保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員・歯科衛生士・看護師

少子高齢化社会を迎える中で、時代に即応した制度改革が行われるなど、新たな

行政需要も増加しています。これらに適切に対応し、健康都市きみつの福祉の諸施

策を推進するためには、それぞれの専門知識をもった職員を確保する必要がありま

す。

カ 消防職

消防は１署３分署の体制により消防・救急活動を実施しています。火災現場での

安全管理の徹底や消防体制の強化及び年齢構成の平準化を図るため、１６０人体制

を基本として、計画的に採用する必要があります。

（２） 現業職員

現業職員の採用については、平成８年度から基本方針として退職者不補充とし臨

時職員化を図っております。今後も原則として職員の退職者補充は行わないことと

します。

また、個別の業務間の配置換えによる方法のみでの定員管理は難しいことから、

業務委託を含めた業務のあり方を再検討するとともに、再任用職員、臨時職員を活

用していきます。

７ 計画数値の目標

本市の職員数は、「３ 現状の分析と課題（１）類似団体との比較」で示したように

市域が広いことによる市道実延長が長いこと、保育園を１１園、公民館・資料館を９

館、消防署分署を３分署保有している特性などにより、類似団体を上回っていますが、

計画期間中に予定されている取り組み、また、長期休暇者や育児休業者の状況を考慮

し、目標職員数を設定する必要があります。

しかし、「１ 策定の趣旨」でも示したように職員数が不確定な業務の改編が予定さ

れていることから、それらの方向性が明確になるであろう間、平成３０年４月１日か

ら平成３２年４月１日までの暫定的な目標職員数を９３０人とします。
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（各年４月１日現在） 単位：人

計  画 前 計 画 本 計 画

年  次 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

計  画

職 員 数
932 932 931 928 924 930 930 930 

実職員数 923 923 915 917 918    


